
 

 

 

小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託プロポーザル実施要領 

令 和 ６ 年 １ ０ 月 ９ 日 

６小教学第１４８１号 

１ 業務の目的 

学習指導要領に基づき、小中学校での外国語活動及び外国語科における指導の充実を図

るため、英語によるコミュニケーション能力の育成及び国際理解教育に役立てるためのプ

ログラムを有し、児童生徒に対して質の高い指導ができる専任英語指導助手（以下「ＡＬ

Ｔ」という。）を派遣できるとともに、ＡＬＴへの指導・管理体制を整えている者を特定す

るため、指名型プロポーザル方式による選考審査を実施することとし、その手続きについ

て必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 業務の概要 

(1) 業務名 

小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託 

(2) 業務内容 

別紙「小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託仕様書」のとおり 

(3) 履行期間 

令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

３ 提案上限額 総額 146,900,000 円（消費税及び地方消費税を含む）【３年総額】 

（１年目は 48,968,000 円、２・３年目は年額 48,966,000 円） 

   ※小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託に必要な全ての経費を含んだ金額である。 

    

４ 業者選定方法 

(1) 方法 指名型プロポーザル方式 

(2) 選定 

小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託プロポーザル審査委員会（以下「審査委員

会」という。）において、技術提案書の審査及び内容の聴取等を実施し、技術的に最適

な者（以下「最優秀者」という。） 及び次点者１者を選定する。 

技術提案書を提出する者が２者に達しなかったときは、提出要請者を追加選定する。 

  

５ 選定日程 

（1）全体スケジュール 

１０月 ７日（月）  審査委員会において提出要請者を選定  

    １０月 ９日（水）  提出要請者へ依頼書送付 

    １０月１８日（金）  提出要請者における提案書の提出意思確認（様式第１） 

    １０月２４日（木）  内容における質問（様式第２）の受付期限 

    １０月３１日（木）  質問に対する回答 

    １１月 ７日（木）  書類提出期限（直接持参） 



 

 

 

 １１月２１日（木）  プレゼンテーション及びヒアリング実施 

    １２月 ６日（金）  審査結果の通知 

    ～１２月下旬     見積徴収及び契約締結 

※期間の表示があるものは、午前９時から午後５時まで（期間中の土曜日、日曜日及

び国民の休日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）

に行うものとする。 

※上記選定日程は予定であり、変更する場合がある。 

 

 (2) 参加申し込み 

審査委員会において選定した提出要請者には、「技術提案書の提出について（依頼）」、

「プロポーザル実施要領」及び「仕様書」を送付する。 

このプロポーザルに参加する意思がある場合は、期限までに「提出意思確認書（兼

受領書）（様式第１）」を直接持参により提出すること。ただし、事前に連絡があった

場合には、簡易書留による提出も可とする。 

提出がない場合、プロポーザルへの参加は認めない。 

 

(3) 質問の受付・回答 

  受付期間：提出要請者への通知後から令和６年１０月２４日（木）午後５時まで 

  提出方法：電子メールにて件名を「小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託に関する

質問（提出者名）」とし、質問書（様式第２）を添付して、次のメールアド

レス宛に送信するとともに、電話にてその旨を連絡すること。質問受付期

間以外の質問及び電話など口頭による質問の受付は行わない。 

メールアドレス：gkyouiku@city.komaki.lg.jp 

  質問に対する回答：令和６年１０月３１日（木） 

※質問及び回答は、一括して質問回答書としてとりまとめ、市ホームページに掲載

する。（質問者の名称は非公表） 

※仕様書の補足等が掲載されることもあるため、質問及び回答については、技術提

案書等書類の提出前に必ず確認すること。 

 

(4) プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

① 日 時 令和６年１１月２１日（木） 

時間等の詳細は、１１月１４日（木）までに、電子メールにて連絡 

② 場 所 小牧市役所 本庁舎３階 ３０２会議室 

③ 出席者 総括責任者を含む３名以内とする。 

説明は、本業務の担当者が行うこととする。ただし、ヒアリングの回答は 

担当者に限らない。 

④ 備 考 

ア 提出意思確認書の受付順により、技術提案書等に基づき、１者２７分（プレゼン

テーション１５分、質疑応答１２分）のヒアリングを行う。準備は、前者のヒアリ



 

 

 

ング終了後、３分以内に行うこと。 

イ プレゼンテーションに際しては、提出した技術提案書の内容のみとし、技術提案

書の範囲を逸脱した説明や審査委員の質問内容と全く関係のない発言を行わない

こと。 

ウ プロジェクター及びスクリーンは事務局で用意するが、PC 端末及び周辺機器は

提出者側で用意すること。ただし、PC 端末を持参できない場合は、事務局が用意

する PC 端末（アプリケーション：Microsoft Office PowerPoint 2016、OS：Windows11 

Pro）を使用することができる。 

エ プレゼンテーションデータは、１１月１８日（月）午後５時までに事務局に USB

メモリ等の媒体を持参、又はメール等により送信し、事前提出すること。 

 

６ 審査委員会 

委 員  小牧市立中学校の校長 

委 員  小牧市立小学校の教頭 

委 員  小牧市立小中学校の教務主任 

委 員  小牧市立小学校の校務主任 

   委員長  教育部長 

副委員長  教育部次長 

 

７ 技術提案書等の提出について 

(1) 提出書類 

① 技術提案書（任意様式） 

Ａ４サイズ両面１０枚（２０ページ、表紙含む、向き自由、文字フォント１１pt 以

上）以内で作成し、下記ア～オの必要要件の内容を記載すること。 

技術提案書は、提出者の技術的能力及び経験実績等を評価する重要な資料となるた

め、下記ア～オに記述のない部分は提出者自らの経験、調査などを基に作成し、提案

内容の充実に努めること。 

ア 会社概要・実績 

・ 住所、名称若しくは商号、設立年月日、代表者氏名、役員構成、資本金、従業員

数、本業務を担当する事業所所在地・規模、愛知県・岐阜県・三重県内のＡＬＴ

の登録人数、事業内容、労働者派遣事業の許可番号等 

・ 総括責任者及び担当者（プレゼンテーションを行う者）の氏名、経歴、職務実績

及び現在の受け持ち職務 

・ 総括責任者及び担当者の代替要員確保の具体策 

・ 他自治体におけるＡＬＴ業務の受注又は支援実績の状況 

（自治体名、実施年度、業務名、請負金額、契約期間、業務の概要等） 

※令和３年４月１日から令和６年１０月１日までの実績に限る。 

 

 



 

 

 

イ 採用・研修 

・ ＡＬＴの採用条件（学歴資格、日本語能力の条件など）と採用方法、募集から採

用まで、雇用形態の考え方 

・ ＡＬＴの研修及び講習等の計画・体制（業務開始までの準備段階から契約終了日

まで） 

※学校現場を使用する実技研修を行う場合は、令和７年３月１日から可能とする。（会

場は、市が指定する。） 

ウ 管理体制 

・ 勤務管理、労務・法務管理、評価指導体制、住居・交通手段等の生活支援方法等 

a 労働関係法や派遣法、その他法務全般を踏まえた、ＡＬＴの服務状況の把握

方法、遅刻・欠勤等への対応方法 

b 労働組合問題等に対する法令遵守のための取組み 

c 勤務評価の方法、評価後の指導体制、評価結果の活用 

d 日常生活の支援を含めた、ＡＬＴの連絡相談体制 

・ ＡＬＴの危機管理体制（欠員時や災害・緊急時の対応、法令順守、個人情報の流

失防止等のリスク管理等） 

・ 受注者に起因する原因で業務の全部又は一部が履行不能に至った場合、応急及び

事後措置の対処に対する基本的な考え方 

・ 学校備品等をＡＬＴ等の過失等に起因したき損弁償や各種保険への加入に対する

考え方 

・ 市及び学校からの要望、苦情等を把握する仕組みや、労働者派遣法に関する諸手

続きの助言など市及び学校のサポート体制 

エ 業務に対する取組 

・ ＡＬＴを活用した外国語教育の意義・役割、業務の質の確保に対する考え方 

・ 新学習指導要領に対応した教材・教具等研究・開発に対する考え方 

・ 小中学校における外国語活動、外国語科のために必要な教材の研究及び開発体制

について記載すること。教材研究開発のための専門組織があり、研究に取り組ん

でいる場合は併せて明記すること。 

・ 新学習指導要領に基づき、小中学校における外国語活動、外国語科の教育課程の

進捗を重視したＡＬＴの活用方法 

・ ＡＬＴが教員に対して、外国語教材及び学習プログラム、指導方法、アイデア等

を提案した実際の事例 

・ 授業を円滑に進めるために効果的な教員及びＡＬＴの打合せ方法 

オ 取組意欲 

・ 授業外（長期休業中、給食時、課外活動又は部活動等）におけるＡＬＴの効果的

な活用方法 

a 夏季休業中の教員研修の企画及び実施など、教職員に対する外国語教育の指

導力向上につながるＡＬＴの活用方法 

b 授業外における児童生徒に対するＡＬＴの活用方法 



 

 

 

・ 自由提案 

※自由提案は可能だが、仕様書を変更する提案は認めない。 

② ①の技術提案書の内容を抜粋した概要版（Ａ３サイズ１枚、向き自由、片面） 

③ 見積書及び積算内訳（様式任意） 

・ 金額は総額の概算金額を記載する。 

・ 積算内訳として単年度の概算金額を記載する。（令和７～９年度分） 

・ 備考として、ＡＬＴの平均賃金時間額と平均給与を記載する。 

・ 概算金額及び積算内訳はいずれも消費税及び地方消費税は含まない。 

④ 「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」（昭

和６０年７月５日法律第８８号）第５条の許可証の写し 

 

(2) 提出部数及び提出方法 

(1)④は１部、①から③では１冊に綴じて各 10 部提出すること。（綴じ方の指定はな

い。）令和６年１１月７日（木）午後５時までに直接持参により提出すること。 

 

積算内訳（例）                         （単位：千円） 

 
項 目 

年間金額 

（税抜） 
摘 要 

 

 

直

接

人

件

費 

給与 ○○  
総括責任者１名 
担当者○名 
ＡＬＴ○名（中学校○名、小学校○名） 
 合計○○名分 
 
（備考） 
ＡＬＴの平均賃金時間額：〇円／時間 
ＡＬＴの平均給与：〇円／年 

諸手当 ○○ 

引当金 ○○ 

交通費 ○○ 

社会保険料 ○○ 

  

計 ○○  

 

直

接

経

費 

消耗品費 ○○ ○○、○○ 

衛生費 ○○ ○○、○○ 

事務費 ○○ ○○、○○ 

通信費 ○○ ○○、○○ 

募集費 ○○ ○○、○○ 

保険費 ○○ ○○、○○ 

   

計 ○○  

間接経費 ○○ ○○、○○、○○、○○ 

計 ○○ 消費税及び地方消費税は含まない 

 



 

 

 

８ 審査項目及び採点方法 

（1）下記項目について審査委員が採点を行い、各審査委員の採点の合計で最高得点の者 

を特定する。（各委員１００点、合計７００点） 

（2）最高得点の者が同点の場合は、見積金額の安価な者を特定する。 

（3）審査の結果、最優秀者に次いで合計得点が高い１者を次点者とし、業務契約の開始 

日前までに最優秀者が辞退した場合は、次点者を新たな契約候補者として手続きを行

うものとする。 

 

 審査項目 

審 査 項 目 審 査 内 容 配 点 

① 会社概要・実績  １０点 

 ・会社概要 

・業務実績 

・会社のコンセプト、業務内容 

・ＡＬＴ業務の営業年数、過去３年間の

県内及び県外の受注実績 

１０ 

② 採用・研修  ２０点 

・ＡＬＴの採用体制 ・採用基準（学歴資格・日本語能力の条

件の明確化など）及び採用方法は適切か 

・在籍ＡＬＴの人数・勤続年数 

・雇用の安定性 

１０ 

・ＡＬＴの研修体制 ・業務の質を確保するための研修（回数・

期間・内容等）を行う体制が整っている

か 

・契約期間中の研修は十分に行われるか 

・業務の未熟な部分に対するフォロー研

修は行われるか 

１０ 

③ 管理体制  ２５点 

・労務管理体制 ・ＡＬＴの勤務状況の把握方法、勤務評

価の方法、連絡体制、その他労務管理の

体制は適切か 

・勤務評定並びに評価後の指導体制と内

容が十分であるか 

１０ 

・危機管理体制 ・事故・欠員・トラブル・緊急時の体制

は十分であるか 

・各種保険への加入等は適切か 

・法令遵守、リスク管理（個人情報の漏

洩防止）の取組みは十分であるか 

１０ 

・相談・連携体制 ・市、学校、保護者からの要望、苦情等

に適切に対応できる体制となっているか 
５ 



 

 

 

・労働者派遣法に関する諸手続きなど、

市及び学校のサポート体制は充実してい

るか 

④ 業務に対する取組  ２５点 

 ・理解度 

 

・新学習指導要領の趣旨を理解し、本市

におけるＡＬＴの在り方・重要性につい

て理解しているか 

５ 

・教材等の研究開発、Ａ

ＬＴの効果的活用 

・新学習指導要領に対応した教材・教具

の開発や指導方法等の研究体制が適切で

あるか 

・ＡＬＴが教員に対して、効果的な外国

語教材及び学習プログラム、指導方法、

アイデア等を提案できるか 

・教員との事前打合せなど、授業を円滑

に進めるための準備行為が適切であるか 

２０ 

⑤ 取組意欲  １０点 

・授業外の活用 ・授業外のＡＬＴの効果的な活用につい

て提案はあるか 
５ 

・プレゼンテーション ・説明の説得力・質問に対する回答の的

確性など 
５ 

⑥ 経費  １０点 

 ・見積価格の適切さ ・ＡＬＴの人件費など、事業の積算に係

る単価や間接経費は妥当か 
１０ 

合計点  １００点 

 

９ 審査結果 

審査結果は文書にて提出者全てに郵送し、市ホームページ等で公開する。また、審査

結果について、異議申立ては認めない。 

 

１０ 参加報酬の有無 

技術提案書等の作成及び本プロポーザルに係るすべての経費は、提出者の負担とする。 

 

１１ 業務契約 

(1) 契約の締結交渉 

契約候補者特定後、契約条件等について、市と契約候補者との間で協議し、提案上

限金額の範囲内で契約を締結する。契約手続き及び契約書は、小牧市契約規則の定め

によるところによるものとする。また、提案内容と実際の契約内容が異なる場合があ

る。なお、協議が不調の場合は、次点者と契約に向けた交渉を行うものとする。 



 

 

 

(2) 契約者 

小牧市 

(3) 契約料 

契約料は市が算出した金額以内とする。契約料の支払いについては、毎月払いとし、

業務履行後、月別実績報告書を提出の上、検査終了後に請求書に基づき支払うものと

する。 

(4) 契約書の作成の要否 

要する。 

(5) 契約保証金 

免除とする。 

(6) 契約方法 

随意契約とする。 

(7) その他 

市が定める仕様書に基づく業務を予定しているが、具体的な業務の実施にあたって

は市との協議に基づいて実施するものとする。 

 

１２ その他の留意事項 

（1）本プロポーザルの審査委員会委員及びその家族、審査委員会委員及びその家族が実質

的に関係する組織に所属する者は本プロポーザルに参加できない。 

（2）提出要請者への通知日から審査結果が公表されるまでの間において、審査委員会委員、

事務局及び関係職員（本実施要領に定める手続きは除く。）に、提出要請者が本プロポ

ーザルに関する接触を求めたときは失格とする。 

（3）本プロポーザルにおいて、次のいずれかに該当すると審査委員会が認めた場合は失格

となる。 

① 提出書類が、提出方法、提出先及び提出期限に適合しない場合。 

② 提出書類が、実施要領に定められた様式及び記載上の留意事項に適合しない場合。 

③ 提出書類に、記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合。 

④ 提出書類に虚偽の記載がある場合。 

⑤ 他者の提出書類を盗用した疑いがある場合。 

⑥ 見積額が提案上限額を超えている場合。 

⑦ その他実施要領等に違反すると認められた場合。 

（4）プレゼンテーション及びヒアリングは非公開とする。 

（5）受注する業務は、第三者に請け負わせてはならない。 

（6）提出書類は選定を行う作業に必要な範囲において複製することがあり、返却しない。

また、本選定に関する公表や出版、展示その他市が必要と認めるときに、無償で一部

又は全部を使用できるものとする。 

（7）提出期限後の書類の再提出及び差し替えは、原則として認めない。また、技術提案書

等に記載した総括責任者及び担当者は、原則として変更できないこととする。ただし、

病休、死亡、退職等やむを得ない理由により変更を行う場合には、必ず同等以上の経



 

 

 

歴、ＡＬＴ業務の実績を有する者であるとの市の承諾を得なければならない。 

（8）提出書類の著作権について、提出要請者に帰属する。ただし、最優秀者の提出書類の

著作権は市に帰属する。 

（9）提出書類は、小牧市情報公開条例（平成１２年小牧市条例第３９号）に規定する開示

請求の対象となる。 

 

１３ 主催者・問合先・書類等提出先 

    〒485-8650 

    愛知県小牧市堀の内三丁目１番地 

    小牧市教育委員会事務局 学校教育課 学校教育係 

（小牧市役所本庁舎３階） 

    TEL (0568)76-1165〈直通〉 Fax (0568)75-8283 

    メールアドレス gkyouiku@city.komaki.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

様式第１ 

 

提出意思確認書（兼受領書） 

 

 

１ 業務名   小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託 

 

２ 上記業務について、 

 

・技術提案書を令和６年１１月７日（木）午後５時までに提出します。 

 

・技術提案書を提出しません。 

 

  年  月  日 

 

（宛先）小牧市長  

 

 

（提出者） 

 住 所 

             商号又は名称 

             代 表 者 役職・氏名              

             電話番号 （    ）   － 

 

（担当者） 

 所 属 

             氏 名 

             電話番号 （    ）   － 

             ＦＡＸ 

メールアドレス 

 

受領確認欄（ ※ 事務局で記入） 

 

小牧市外国人英語指導助手派遣業

務委託プロポーザルに関する提出

意思確認書を受領いたしました。 

 

受付番号 受付印 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。



 

 

 

様式第２ 

 

  年  月  日  

 

 

（宛先） 小牧市長 

 

 

商号又は名称 

代表者                 

 

 

プロポーザルに関する質問書 

 

  小牧市外国人英語指導助手派遣業務委託プロポーザルにかかる、次の項目について 

質問いたします。 

 

質 問 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

注意事項 

 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 ２ 項目番号はつけないものとする。 

 ３ 一般的事項に関する質問があれば、別紙に記入する。 

 ４ 質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。 

 


